
職員の給与等に関する
 報 告 及 び 勧 告

令 和 ３ 年 10 月

山 形 県 人 事 委 員 会



写



別紙第１ 

報  告 

 本委員会は、職員の給与の実態を把握するとともに、民間事業所の従業員の給与、

国家公務員及び他の都道府県職員の給与、生計費など、職員の給与を決定するために

必要な諸条件について調査検討を行ったところ、その結果は次のとおりである。 

１ 職員の給与等 

 本委員会は、「令和３年職員給与実態調査」を実施し、山形県職員等の給与に関

する条例の適用を受ける職員の給与の支給状況等を調査した。調査対象となる職

員の本年４月における給与等は次のとおりである。 

(1) 職員の構成

職員数は14,258人であり、昨年に比べ123人減少している。

職員の平均年齢は43.4歳で、昨年に比べ0.2歳低くなっており､平均経験年数は

21.3年で、昨年に比べ0.2年短くなっている。 

 職員の学歴構成は、大学卒80.6％、短大卒2.7％、高校卒16.7％、中学卒0.0％

となっており、性別構成は男性59.7％、女性40.3％となっている。 

(2) 職員の給与

行政職給料表適用職員（3,915人、平均年齢43.1歳）の平均給与月額※は

363,948円となっており、警察官、教員、医師等を含めた全職員（14,258人、平

均年齢43.4歳）の平均給与月額は388,070円となっている。 

 扶養手当の受給職員は6,230人で全職員の43.7％となっており、全職員１人当

たりの平均手当額は8,948円（平均扶養親族数0.9人）である。 

 住居手当の受給職員は2,476人で全職員の17.4％となっており、全職員１人当

たりの平均手当額は4,373円である。 

 通勤手当の受給職員は12,307人で全職員の86.3％となっており、全職員１人当

たりの平均手当額は7,638円である。また、その通勤態様をみると、交通機関利

用者（併用者を含む。）が1.0％、交通用具使用者が99.0％で、特に自動車を使

用する職員の割合は受給職員の98.7％に達している。 

ｑ※ 給与月額とは、給料月額に扶養手当、管理職手当、住居手当など（所定外給与である時間外勤務手当等及

び実費弁償的な性格の通勤手当等の手当を除く。）を加えた額である。

― 1 ―

（参考資料の「１ 職員給与関係資料」参照） 



２ 民間給与の調査 

  本委員会は、職員の給与と民間の給与との精確な比較を行うため、人事院と共同

して、企業規模50人以上で、かつ、事業所規模50人以上の県内の民間事業所527のう

ちから、無作為に抽出した145事業所を対象に「令和３年職種別民間給与実態調査」

を実施した。なお、本年は、昨年同様、新型コロナウイルス感染症に対処する医療

現場の厳しい環境に鑑み、病院は調査対象から除外した。 

この調査では、本年４月分として個々の従業員に実際に支払われた給与月額等を

調査するとともに、各民間企業における給与改定の状況等についても調査している。

また、民間事業所における昨年冬と本年夏の特別給（賞与等）の状況等を把握する

ため、昨年８月から本年７月までの直近１年間の支給実績についても調査している。 

  本年の調査完了率は、民間事業所の理解を得て、90.3％と極めて高いものとなっ

ており、調査結果は広く民間事業所の給与の状況を反映したものといえる。本年の

調査により把握した民間給与の状況は、次のとおりである。 

(1) 初任給の状況 

   新規学卒者の採用を行った事業所の割合は、大学卒で19.7％（昨年22.3％）、

高校卒で23.4％（同23.5％）となっている。そのうち、初任給について、増額し

た事業所の割合は大学卒で34.0％（同40.8％）、高校卒で35.0％（同41.7％）、

据え置いた事業所の割合は大学卒で66.0％（同59.2％）、高校卒で65.0％（同

58.3％）となっている。 

 

(2) 給与改定の状況 

   別表第１に示すとおり、民間事業所においては、一般の従業員（係員）につい

て、ベースアップを実施した事業所の割合は25.3％（昨年25.8％）、ベースダウ

ンを実施した事業所は0.7％（昨年無し）となっている。 

   また、別表第２に示すとおり、一般の従業員（係員）について、定期に行われ

る昇給を実施した事業所の割合は79.1％（昨年75.6％）となっている。昇給額に

ついては、昨年に比べて増額となっている事業所の割合は20.7％（同20.0％）、

減額となっている事業所の割合は10.4％（同13.2％）となっている。 
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（参考資料の「 ３ 民間給与関係資料」参照） 



３ 本年の職員給与と民間給与との比較 

 (1) 月例給 

   本委員会は、職員給与実態調査及び職種別民間給与実態調査の結果に基づき、

公務においては一般の行政事務を行っている常勤の行政職給料表適用職員、民間

においては公務の行政職給料表適用職種と類似すると認められる職種（事務・技

術関係職種）の常勤の従業員について、主な給与決定要素である役職段階、学歴、

年齢を同じくする者同士の４月分の給与額（公務にあっては平均給与月額、民間

にあっては所定内給与の月額から通勤手当の月額を減じた額）を対比させ、職員

の人員数のウエイトを用いて精密に比較（ラスパイレス方式）を行ってきている。 

本年４月分の給与について、民間給与との較差を算出したところ、別表第３に

示すとおり、民間給与が368,786円、職員給与が368,801円となっており、職員給

与が民間給与を１人当たり平均15円（0.00％）上回っていた。 

 

(2) 特別給 

本委員会は、民間における特別給の支給割合（月数）を算出し、これと職員の

期末手当及び勤勉手当の年間支給月数との比較を行ってきている。 

本年の職種別民間給与実態調査の結果、昨年８月から本年７月までの１年間に

おいて、民間事業所で支払われた特別給（賞与等）は、別表第４に示すとおり、

所定内給与月額の4.23月分に相当しており、職員の期末手当及び勤勉手当の年間

支給月数（4.35月）が民間事業所の特別給の支給割合を0.12月分上回っていた。 

 

４ 職員の給与と国家公務員及び東北各県の職員の給与との比較 

  国家公務員給与等実態調査（人事院）及び地方公務員給与実態調査（総務省）の

結果に基づき、令和２年４月における行政職俸給表(一)の適用を受ける国家公務員

とこれに相当する職員の給与水準について、その俸給と給料を学歴・経験年数別の

ラスパイレス方式で比較※すると、国家公務員を100とした場合、本県職員の指数は

100.1となっている。また、他の東北各県職員の指数は97.3から100.6となっている。 

※ 国家公務員と、本県職員、東北各県職員とのラスパイレス比較においては、それぞれの４月における給料月額

（期末手当及び勤勉手当、地域手当などの諸手当を除く。）を対比している。 

 

５ 消費者物価及び生計費 

  本年４月における山形市の消費者物価指数（総務省）は、昨年４月に比べ0.3％増

加している。 
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  本委員会が家計調査（総務省）等を基礎に算定した本年４月における山形市の１

人世帯、２人世帯、３人世帯及び４人世帯の標準生計費は、それぞれ133,120円、

206,360円、211,850円、217,370円となっている。 

 

６ 国家公務員の給与等に関する人事院の報告及び勧告 

  人事院は、本年８月10日、国会及び内閣に対し、国家公務員の給与について報告

及び勧告を行い、併せて、公務員人事管理について報告を行った。その概要は次の

とおりである。 

 (1) 職員の給与に関する報告及び勧告 

  ア 本年の給与の改定 

    月例給については、本年４月時点で、国家公務員の月例給が民間給与を19円

（0.00％）上回っているが、民間給与との較差が小さく、俸給表及び諸手当の

適切な改定を行うことが困難な場合には、従来から月例給の改定を見送ってお

り、本年についても、同様の事情が認められることから、月例給の改定を行わ

ないこととする。 

    また、特別給については、国家公務員の期末手当及び勤勉手当の年間の平均

支給月数が民間事業所の特別給の支給割合を0.13月分上回っていたため、支給

月数を0.15月分引き下げる必要がある。 

   (ｱ) 期末手当及び勤勉手当 

     民間の支給割合との均衡を図るため、支給月数を0.15月分引き下げ、4.30

月分とする。民間の支給状況等を踏まえ、引下げ分を期末手当から差し引く。 

   (ｲ) 改定の実施時期 

     この改定は、この勧告を実施するための法律の公布の日から実施する。 

 

  イ その他の取組 

   (ｱ) 非常勤職員の給与 

     非常勤職員に対する期末手当及び勤勉手当に相当する給与について、常勤

職員の給与との権衡をより確保し得るよう本年７月に非常勤職員の給与に関

する指針を改正しており、早期に改正内容に沿った処遇の改善が行われるよ

う、各府省を指導していく。 
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（参考資料の「４ 生計費及び労働経済指標関係資料」参照） 



   (ｲ) 育児休業制度の改正に併せた期末手当及び勤勉手当の取扱い 

     国家公務員の育児休業等に関する法律の改正についての意見の申出に併せ、

期末手当及び勤勉手当の在職期間等の算定に当たっては、子の出生後８週間

以内における育児休業の期間と、それ以外の育児休業の期間は合算しないこ

ととする。 

   (ｳ) テレワーク（在宅勤務）に関する給与面での対応 

     公務におけるテレワークの実態や経費負担の状況について把握しつつ、既

に在宅勤務手当を導入した企業に対するヒアリングを行うことなどを通じ、

テレワークに関する給与面での対応について、引き続き研究を進めていく。 

 

  ウ 今後の給与制度見直しに向けた検討 

    本年６月に成立した国家公務員法等の一部を改正する法律において、政府は、

給与水準が60歳前後で連続的なものとなるよう、人事院における昇任及び昇格

の基準、昇給の基準、俸給表に定める俸給月額等についての検討状況を踏まえ、

給与制度について所要の措置を順次講ずることとされている。 

    この一環として、まず、能力・実績を的確に給与に反映させるため、政府に

おける人事評価制度の改正を踏まえて、人事評価結果の昇格、昇給等への活用

の基準を整備する。 

 

 (2) 公務員人事管理に関する報告 

  ア 人材の確保及び育成 

    公務志望者が減少し、若年層職員の離職も増加する中で、優秀な人材の確保

は喫緊の課題であり、新規学卒者の確保及び育成に加え、官民の垣根を越えて

時代環境に適応できる能力を有する人材の誘致が不可欠である。また、公務職

場全体の魅力を高め、個々の職員が能力や経験を十全に発揮し、意欲を持って

働ける環境を実現するためには、幹部職員等の組織マネジメントが極めて重要

となっている。このため、次のとおり対応していく。 

   (ｱ) 志望者の拡大 

     採用試験の申込者数の減少が続く状況を打開し、申込者数を増加させてい

くため、就職先としての公務に対する学生の認識等を把握する。また、技術

系の人材確保に向けた活動、オンラインによる情報発信等を強化する。 
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   (ｲ) デジタル人材の確保  

令和４年度から総合職試験に「デジタル」区分を新設し、積極的に周知し

ていく。  

   (ｳ) 民間との人材の交流促進  

     公務と民間との間の人材の流動性を高めることが重要であり、経験者採用

試験の周知活動、任期付職員の各府省限りで採用できる範囲の拡大等により、

各府省が必要な様々な専門分野の民間人材を確保できるよう支援するための

取組を積極的に進めていく。 

   (ｴ) 女性の採用及び登用の促進  

     政府の取組と連携しつつ、公務志望者拡大に向けた広報活動や女性の活躍

支援のための研修の充実、勤務環境の整備等により、各府省の目標達成に向

けた取組を支援していく。  

   (ｵ) 研修を通じた人材育成  

     マネジメント能力のかん養を図るための研修の充実を図っていく。特に、

幹部職員対象の研修の抜本的改定を行う。これらの研修の実施に当たっては、

オンライン方式の活用にも積極的に取り組む。 

 

  イ 妊娠、出産、育児等と仕事の両立支援 

    少子化社会対策大綱では、男性の家事・育児参画の促進や不妊治療への支援

を含め、個々人の結婚や出産、子育ての希望の実現を阻む隘路（あいろ）の打

破に強力に取り組むこととされ、公務においても、職員の妊娠、出産、育児等

と仕事の両立を支援することが一層重要となっている。このため、次のとおり

対応していく。 

    ａ 育児休業の取得回数制限を緩和する育児休業法改正について意見の申出

を行う。 

    ｂ 常勤職員・非常勤職員ともに不妊治療のための休暇（有給・原則年５日、

頻繁な通院を要する場合は５日加算）を新設する。 

    ｃ 非常勤職員の配偶者出産休暇及び育児参加休暇（いずれも有給）を新設

するほか、産前休暇及び産後休暇の有給化等を行う。  
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  ウ 良好な勤務環境の整備 

    職員が能力を十分に発揮し、組織としてパフォーマンスを上げるため、長時

間労働を是正するとともに、テレワーク等の柔軟な働き方に対応した勤務環境

を整備することが重要である。このため、次のとおり対応していく。 

   (ｱ) 長時間労働の是正  

     特例業務や他律部署の範囲、医師による面接指導等の徹底、業務見直し等

を通じた超過勤務縮減、手当の適正な支給について指導し、各府省の組織全

体の取組も促進していくとともに、客観的な記録に基づく超過勤務時間の管

理を今後原則化する。  

     また、業務量に応じた要員の確保の必要性を指摘するとともに、喫緊の課

題である国会対応業務の改善へ国会等の理解と協力を切願する。 

   (ｲ) テレワーク等の柔軟な働き方への対応  

     テレワークの推進は業務プロセスの変革やデジタルトランスフォーメーシ

ョンの推進を通じた行動変容の観点から重要であり、テレワーク等の柔軟な

働き方に対応した勤務時間制度等の在り方や勤務間インターバルの確保の方

策等について、有識者による研究会を設けて検討を行っていく。 

   (ｳ) ハラスメントの防止  

     各府省における防止対策の実施状況を把握し、必要な指導を行うとともに、

ハラスメント相談員セミナーの開催等により、各府省における防止対策を支

援していく。 

   (ｴ) 心の健康づくりの推進等  

     オンラインでの心の悩み相談の導入、ストレスチェックを活用した職場環

境改善の円滑な実施に向けた支援等により、心の健康づくりを推進していく。 

 

  エ 定年の引上げ及び能力・実績に基づく人事管理の推進 

    定年の引上げにより職員構成の高齢化や在職期間の長期化が一層進む中で、

職員の士気を高め、組織活力を維持するためには、人事評価により職員の能力

及び実績を的確に把握した上で、その結果を任用、給与等に適切に反映すると

ともに、人材育成の観点からも活用することが重要である。このため、次のと

おり対応していく。 

    ａ 定年の引上げが円滑に行われるよう、人事院規則で定める事項等につい

て検討・調整を行うなど、必要な準備を推進していく。 
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    ｂ 評語細分化等の人事評価制度の改正を踏まえ、昇任及び昇格の基準、昇

給の基準等の改正に向け検討を進める。 

    ｃ 管理職員にはオンラインも活用した面談の確実な実施が求められる中、

評価者向けの研修の充実等を図ることにより、各府省の人事評価を活用し

た人材育成を一層支援していく。 

 

７ 国家公務員の育児休業等に関する法律の改正についての意見の申出 

  人事院は、本年８月10日、国家公務員の育児休業等に関する法律の改正について

の意見の申出を行い、併せて、妊娠、出産、育児等と仕事の両立支援のため、人事

院規則の改正等により、休暇・休業等に関する措置を一体的に講ずることとした。

その概要は次のとおりである。 

 (1) 育児休業の取得回数制限の緩和 

   育児休業を原則２回（現行は原則１回）まで取得可能とする。 

この原則２回までとは別に、子の出生後８週間以内に育児休業を２回（現行は

１回）まで取得可能とする。 

 

 (2) 妊娠、出産、育児等と仕事の両立支援のために一体的に講ずる休暇・休業等に

関する措置 

  ア 民間育児・介護休業法の改正内容を踏まえた措置 
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    ａ 子の出生後８週間以内の育児休業について請求期限を２週間前（現行は

１月前）までに短縮する。 

    ｂ ａのほか、非常勤職員について次の措置を講ずる。 

 (a) 育児休業及び介護休暇の取得要件のうち、１年以上の在職期間の要件 

      の廃止 

 (b) 子の出生後８週間以内の育児休業の取得要件の緩和 

 (c) 子が１歳以降の育児休業の取得の柔軟化 

    ｃ 各省各庁の長等に対して次の措置等を義務付ける。 

 (a) 本人又は配偶者の妊娠、出産等を申し出た職員に対する育児休業制度 

      等の周知及び育児休業の取得意向の確認のための措置 

 (b) 育児休業を取得しやすい勤務環境の整備に関する措置 

 (c) 育児休業の取得状況の報告（人事院により公表） 



  イ アのほか、妊娠、出産、育児等と仕事の両立支援のための措置 

    ａ 不妊治療のための休暇（有給）を新設する。休暇の期間は原則として１

年につき５日、頻繁な通院を要する場合は更に５日を加えた範囲内とする。 

    ｂ 育児参加のための休暇の対象期間を子が１歳に達する日（現行は産後８

週間を経過する日）までに拡大する。 

    ｃ ａ及びｂのほか、非常勤職員について次の措置を講ずる。 

    

    

    ｄ 期末手当及び勤勉手当における在職期間等の算定に当たっては、子の出

生後８週間以内における育児休業の期間と、それ以外の育児休業の期間は

合算しないこととする。 
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 (a) 育児時間及び介護時間の取得要件のうち、１年以上の在職期間の要件 

      の廃止 

 (b) 子の看護休暇及び短期介護休暇の取得要件のうち、６月以上の継続勤 

      務の要件の緩和 

 (c) 配偶者出産休暇及び育児参加のための休暇（いずれも有給）の新設 

 (d) 産前休暇及び産後休暇の有給化 



８ むすび 

(1) 給与改定の必要性等 

ア 給与決定の諸条件 

以上述べてきた職員の給与決定の諸条件についてまとめると、次のとおりで

ある。 

職員の給与について、月例給は、本年４月時点で、民間給与を15円（0.00％）

上回っている。また、特別給は、職員の期末手当及び勤勉手当の年間支給月数

が民間事業所の特別給（賞与等）の支給割合を0.12月分上回っている。 

職員の給与水準については、国家公務員及び東北各県職員との比較ではおお

むね均衡がとれている。 

また、国家公務員については、先に人事院が、月例給の改定を行わず、特別

給を引き下げることとする報告及び勧告を行っている。 

 

  イ 給与改定の必要性 

    特別給については、民間の支給状況等を踏まえた支給月数となるよう、0.05

月単位で改定を行ってきており、本年においても同様の考え方で改定を行う必

要がある。 

    以上の判断に基づき、本委員会は、地方公務員法に定める給与決定の原則に

従い、これら諸般の事情を総合的に勘案した結果、職員の給与について次のと

おり改定を行う必要があると認める。 

 

(2) 本年の給与の改定 

   期末手当及び勤勉手当の年間の支給月数については、民間の特別給の支給状況

との均衡を図るため、0.10月分引き下げ、4.25月分とし、その引下げ分は期末手

当から差し引く必要がある。本年度については、12月期の期末手当から差し引き、

令和４年度以降においては、６月期及び12月期の期末手当が均等になるよう配分

する必要がある。 
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月例給については、本年の職員給与と民間給与との較差が、15円（0.00％）

となっており、民間給与との較差が極めて小さく、ほぼ均衡していることから、

改定を行わないことが適当である。 



 (3) 働き方改革と勤務環境の整備 

  ア 長時間労働の是正 

    長時間労働の是正は、職員の仕事と生活の調和や健康の保持はもとより、職

場の活力の維持等の観点からも重要な課題である。 

    本県では、平成31年４月から、人事委員会規則等により、時間外勤務を命ず

ることができる上限を設定している。ただし、大規模災害への対処その他の重

要な業務であって特に緊急に処理することを要する業務（以下「特例業務」と

いう。）に従事する職員に対しては、上限時間等を超えて時間外勤務を命ずる

ことができるが、その場合、当該時間外勤務に係る要因の整理、分析及び検証

（以下「整理分析等」という。）を行わなければならないこととしている。 

    任命権者においては、時間外勤務縮減のための取組が行われているものの、

昨年度は、特例業務に従事するために上限時間等を超えて時間外勤務を命ぜら

れた職員は増加しており、その主な業務内容は、新型コロナウイルス感染症対

策業務や災害対応業務等であった。本年度も、新型コロナウイルス感染症対策

業務等に従事するために、引き続き時間外勤務が発生している。 

    特例業務の範囲は、職員が従事する業務の状況を考慮して必要最小限のもの

としなければならず、その要因の整理分析等を行うに当たっては、人員配置又

は業務分担の見直し等によっても回避することができなかった理由が必要とさ

れていることを踏まえ、その運用は厳格に行う必要がある。 

    加えて、本年７月に閣議決定された「過労死等の防止のための対策に関する

大綱」において、地方公務員についても過労死等防止対策に取り組むこととさ

れており、時間外勤務の上限規制制度の適正な運用を徹底するとともに、長時

間労働の削減の取組等が求められている。本委員会としても、労働基準監督機

関としての役割を十分に果たすため、引き続き、監督指導の徹底に努めていく

こととする。 

    任命権者においては、特例業務に係る要因の整理分析等を踏まえ、引き続き、

時間外勤務の縮減に向け、職場におけるマネジメントの徹底や業務の見直し等

の取組を推進する必要がある。 

    さらに、労働安全衛生法令等を踏まえ、長時間労働を行った職員への医師に

よる面接指導及び客観的な方法その他の適切な方法による職員の勤務時間の状

況の把握について、適切に対応する必要がある。 
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    年次有給休暇については、年次有給休暇の確実な取得に関する労働基準法の

趣旨及び国家公務員における年５日以上の年次休暇の使用促進の取組を踏まえ、

引き続き、取得しやすい環境づくりに努めていく必要がある。 

    なお、文部科学省では、令和元年12月に公立の義務教育諸学校等の教育職員

の給与等に関する特別措置法を改正し、「公立学校の教師の勤務時間の上限に

関するガイドライン」を指針に格上げするなど、教職員の長時間勤務の改善に

必要な取組を促している。 

    本県教育委員会においては、平成30年４月に策定した「学校における働き方

改革の取組み手引」について、新たな好事例を追加掲載するなどの改訂を適宜

行うとともに、上記指針を踏まえ、昨年７月に教育職員の在校等時間から所定

の勤務時間を除いた時間の範囲等を規定する「教育職員の業務量の適切な管理

等に関する規則」を制定するなど、教職員の多忙化の解消に向けた取組を進め

ているところである。引き続き、同規則等を踏まえた勤務時間管理の徹底に加

え、業務の見直しや役割分担の適正化等の取組を一層推進する必要がある。 

 

  イ 仕事と生活の両立支援 

    仕事と育児や介護などの家庭生活との両立ができる職場環境づくりを推進 

することは、重要な課題である。 

    本県では、任命権者において、知事を本部長とした「ワーク・ライフ・バラ

ンス推進本部」を設置し、多様な事情を抱えた職員一人ひとりが、仕事と家庭

生活を両立しながら能力を発揮できる職場環境づくりに取り組んでいる。 

    任命権者が策定した特定事業主行動計画において取得を推進している男性職

員の育児休業については、取得状況をみると着実に増加してきているが、本年

度新たに策定された同計画の目標値を達成するためには、取組の加速が必要で

ある。また、仕事と育児の両立支援に資するため、取得率の向上に加え、十分

な期間の育児休業を取得しやすい職場環境の整備が重要である。 

    人事院は、本年８月に、男性職員による育児の促進や女性職員の活躍促進を

更に進めるための方策の一つとして、育児休業の取得回数制限を緩和する国家

公務員の育児休業等に関する法律の改正についての意見の申出を行い、併せて、

妊娠、出産、育児等と仕事の両立支援のため、休暇・休業等に関する措置を一

体的に講ずることとした。 
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    本県としては、こうした状況を踏まえ、法律の改正等の動きにも留意し、常

勤職員であるか非常勤職員であるかを問わず、仕事と家庭生活の両立を支援す

るために適切な措置を講ずる必要がある。 

    なお、上記意見の申出に併せた期末手当及び勤勉手当の取扱いについては、

人事院において、当該手当における在職期間等の算定に当たり、子の出生後８

週間以内における育児休業の期間と、それ以外の育児休業の期間は合算しない

こととするとしていることから、関係法令等の動向と併せて留意していく必要

がある。 

    また、新型コロナウイルス感染症への対応を契機として、官民問わずテレワ

ークの機運が高まっており、本県においても、職員のテレワークの取得実績が

大幅に伸びている。任命権者においては、在宅勤務制度の拡充や利用手続きの

簡素化など、テレワーク等の柔軟な働き方の推進に向けた環境整備を進めてお

り、引き続き、職員の意識啓発や各種制度が利用しやすい職場環境づくりを推

進していく必要がある。 

    なお、人事院においては、テレワークに関する給与面での対応について、公

務におけるテレワークの実態や経費負担の状況を把握しつつ、既に在宅勤務手

当を導入した民間企業に対するヒアリングの実施等を通じ、引き続き研究を進

めていくこととしていることから、本県としても、その動向に留意していく必

要がある。 

 

  ウ 職員の健康づくりの推進 

    県民に質の高い公務サービスの提供を行うに当たっては、職場における新型

コロナウイルス感染症に係る感染防止対策の徹底を含め、職員の心身の健康管

理が重要である。 

    特に、精神及び行動の障害による長期病休者が、年度によって増減はあるも

のの、相当数存在することから、心の健康づくりに対する取組が重要である。 

    任命権者においては、心の疾病の予防、早期の発見・対応、円滑な職場復帰

及び再発防止のために、ストレスチェック制度の活用や相談体制の強化等の取

組を、引き続き総合的に進めていく必要がある。 
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  エ ハラスメントの防止 

    令和元年６月の労働施策総合推進法の改正等に基づき、昨年６月から職場に

おけるハラスメントの防止対策が強化されたこと等を踏まえ、任命権者におい

ては、セクシュアルハラスメントやパワーハラスメント、妊娠、出産、育児又

は介護に関するハラスメントの防止に係る指針等を改訂し、職員への意識啓発

や相談体制の整備等、ハラスメントの防止に努めているところである。 

    任命権者においては、引き続き、ハラスメントの防止対策について適切に推

進する必要がある。 

 

 (4) 人材の確保及び育成 

   少子化が進行する中で、本県の職員採用を取り巻く環境は依然として厳しい状

況である。優れた人材の確保に向け、任命権者との連携を図りながら、より効果

的な対策を検討・実施していく必要がある。 

   また、本県では、職員採用試験（大学卒業程度）において、近年、最終合格者

に占める女性の割合が約４割まで高まってきている。任命権者は、女性職員の活

躍の場を拡大し、その能力を十分に発揮していくために、引き続き、女性職員の

意識啓発の推進とともに、キャリア形成を考慮した人事管理に努めていく必要が

ある。 

   人事評価については、地方公務員法により、職員がその職務を遂行するに当た

り発揮した能力及び挙げた業績を把握した上で行われる人事評価を任用、給与、

分限その他の人事管理の基礎として活用することとされている。任命権者は、人

事評価の実施に当たり、引き続き、制度の定着と信頼性を高める取組を推進して

いく必要がある。 

   障がい者の雇用については、令和元年６月の障害者雇用促進法の改正により、

地方公共団体の責務に率先して障がい者を雇用する努力義務が加えられるなど、

障がい者の活躍の場の拡大に関する措置が盛り込まれたこと等を踏まえ、任命権

者においては、引き続き、障がい者の職場環境の整備等に適切に取り組んでいく

必要がある。 
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 (5) 定年の引上げ 

   定年を段階的に引き上げるための地方公務員法の一部を改正する法律が本年６

月に成立し、令和５年４月から施行されることとなった。 

   任命権者においては、高齢層職員の能力及び経験の本格的な活用に向けて、定

年の引上げが円滑に行われるよう、役職定年制や定年前再任用短時間勤務制とい

った、新たに導入される制度の構築や関係条例の整備など、国家公務員の制度に

準じて、所要の措置を講ずる必要がある。 

   本委員会としても、定年の引上げに伴う勤務条件に関し講ずべき措置について、

検討を進めることとする。 

 

 (6) 勧告実施の要請等 

   人事委員会の給与勧告は、職員の労働基本権制約の代償措置であり、その時々

の経済・雇用情勢等を反映して労使交渉等によって決定される民間企業従業員の

給与の状況等を踏まえ、職員の給与水準を社会一般の情勢に適応させる機能を有

するものである。 

   本委員会は、地方公務員法に定める給与決定の原則に従い、民間給与の実態、

国家公務員及び他の都道府県職員給与の動向等について幅広く調査を行い、今回

の勧告に臨んだものである。 

   勤務条件の大きな柱である給与については、今後とも一層適切な制度の管理に

努めるとともに、人事委員会の勧告制度が果たしている役割に留意され、別紙第

２の勧告どおり実施されるよう要請する。 
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別表第１ 民間における給与改定の状況 

(注) ベース改定の慣行の有無が不明及びベース改定の実施が未定の事業所を除いて集計した。 

 

 

別表第２ 民間における定期昇給の実施状況 

(注) 定期昇給の有無が不明、定期昇給の実施が未定及びベース改定と定期昇給を分離することができない

事業所を除いて集計した。 

 

 

別表第３ 職員給与と民間給与との較差 

民間給与(Ａ) 職員給与(Ｂ) 

較       差 

(Ａ)－(Ｂ)   (Ａ)－(Ｂ)  
   (Ｂ) 

×100 

368,786円 368,801円 △15円 0.00％ 

 
(注) 民間給与、職員給与ともに、本年度の新規学卒の採用者は含まれていない。 
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項 目 

役職段階 

ベースアップ 

実    施 

ベースアップ 

中    止 
ベースダウン 

ベース改定 

の慣行なし 

山
形
県 

係 員 25.3％ 15.7％ 0.7％ 58.3％ 

課長級 17.2％ 12.9％ 0.7％ 69.2％ 

全 

国 

係 員 23.5％ 13.6％ 0.6％ 62.3％ 

課長級 19.2％ 12.4％ 0.6％ 67.8％ 
 

 

 

項 目 

役職段階 

定期昇給 

制度あり 

     
定期昇給 

制度なし 
定期昇給

実  施 

   定期昇給 

中  止 増 額 減 額 変化なし 

山
形
県 

係 員 82.8％ 79.1％ 20.7％ 10.4％ 48.0％ 3.7％ 17.2％ 

課長級 71.5％ 67.6％ 17.6％ 7.7％ 42.3％ 3.9％ 28.5％ 

全 

国 

係 員 85.2％ 82.1％ 22.5％ 8.4％ 51.3％ 3.0％ 14.8％ 

課長級 76.6％ 73.6％ 18.8％ 7.4％ 47.5％ 3.0％ 23.4％ 
 



 

別表第４ 民間における特別給の支給状況 

項        目 県内民間事業所 

平均所定内給与月額 
下 半 期 （Ａ1） 325,643円 

上 半 期 （Ａ2） 328,134円 

特 別 給 の 支 給 額 
下 半 期 （Ｂ1） 660,740円 

上 半 期 （Ｂ2） 722,177円 

特別給の支給割合 
下 半 期 

Ｂ1 
Ａ1 

2.03月分 

上 半 期 
Ｂ2 
Ａ2 

2.20月分 

年 間 の 支 給 割 合 4.23月分 
 
(注) 下半期とは令和２年８月から令和３年１月まで、上半期とは同年２月から７月までの期間をいう。 

備考 職員の場合、現行の年間支給月数は、4.35月分である。 
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別紙第２ 

勧  告 

本委員会は、別紙第１の報告に基づき、職員の給与について次のように措置する

ことを勧告する。 

１ 期末手当 

(1) 令和３年12月期の支給割合

ア 職員（再任用職員を除く。）について、期末手当の支給割合を1.15月分とす

ること。 

 ただし、特定幹部職員（再任用職員を除く。）にあっては、期末手当の支給

割合を0.95月分とすること。 

イ 再任用職員について、期末手当の支給割合を0.65月分とすること。

ただし、再任用職員である特定幹部職員にあっては、期末手当の支給割合を

0.55月分とすること。 

ウ 特定任期付職員及び任期付研究員について、期末手当の支給割合を1.575月

分とすること。 

(2) 令和４年６月期以降の支給割合

ア 職員（再任用職員を除く。）について、６月及び12月に支給される期末手当

の支給割合をそれぞれ1.20月分とすること。 

 ただし、特定幹部職員（再任用職員を除く。）にあっては、６月及び12月に

支給される期末手当の支給割合をそれぞれ1.00月分とすること。 

イ 再任用職員について、６月及び12月に支給される期末手当の支給割合をそれ

ぞれ0.675月分とすること。 

 ただし、再任用職員である特定幹部職員にあっては、６月及び12月に支給さ

れる期末手当の支給割合をそれぞれ0.575月分とすること。 

ウ 特定任期付職員及び任期付研究員について、６月及び12月に支給される期末

手当の支給割合をそれぞれ1.60月分とすること。 

２ 改定の実施時期 

 この改定は、この勧告を実施するための条例の公布の日から実施すること。ただ

し、１の(2)については令和４年４月１日から実施すること。 
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